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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期
第２四半期
累計期間

第19期
第２四半期
累計期間

第18期
第２四半期
会計期間

第19期
第２四半期
会計期間

第18期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 148,528 279,910 73,442 144,604 431,331

経常利益（百万円） 3,617 7,939 2,085 3,845 11,965

四半期（当期）純利益（百万円） 1,639 4,353 975 2,082 6,364

持分法を適用した場合の投資利益

（百万円）
－ － － － －

資本金（百万円） － － 1,552 3,098 3,098

発行済株式総数（株） － － 329,562 512,371 512,367

純資産額（百万円） － － 14,560 28,799 25,946

総資産額（百万円） － － 62,052 118,524 148,420

１株当たり純資産額（円） － － 52,207.8856,207.7150,640.54

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
5,230.358,496.193,279.074,063.9415,422.68

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
5,225.158,491.163,275.604,061.4615,411.67

１株当たり配当額（円） 2,500 3,000 2,500 3,000 5,500

自己資本比率（％） － － 23.5 24.3 17.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
10,081 14,957 － － 13,678

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△625 △227 － － △2,419

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△8,808 △16,108 － － △10,608

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 2,102 1,312 2,690

従業員数（人） － － 515 1,090 1,096

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　３．第18期の１株当たり年間配当額5,500円は記念配当500円を含んでおります。
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２【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社

における異動もありません。

第１四半期会計期間より一部事業部門別セグメントの名称を変更しております。前期よりPIN（Personal

Identification Number）販売システムを利用した商品販売およびプリペイド携帯関連商品等を「決済サービス事

業他」とし、セグメントを新設しましたが、より適切に事業内容を表すことを目的として「プリペイド決済サービス

事業他」に名称を変更いたしました。

なお、名称を変更したのみで、セグメントの範囲に変更はありません。　

３【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,090(5,731)

　（注）１．従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

（１）商品仕入実績

　当第２四半期会計期間の商品仕入実績（商品仕入高及び支払手数料）を事業部門別に示すと、以下のとおりであ

ります。

事業部門別 区分

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（百万円） 前年同四半期比（％）　

モバイル事業

移動体通信機器 65,779 191.7

代理店手数料 39,979 242.8

小計 105,758 208.3

ネットワーク事業

その他関連商品 27 1,867.5　　

代理店手数料 3,971 189.0

小計 3,999 190.2

プリペイド

決済サービス事業他

その他関連商品 12,540 178.7

代理店手数料 70 44.6

小計 12,611 175.7

合計 122,368 203.7

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．第１四半期会計期間より一部セグメント別名称の変更をしております。前期よりPIN（Personal

Identification Number）販売システムを利用した商品販売およびプリペイド携帯関連商品等を「決済サービ

ス事業他」とし、セグメントを新設しましたが、より適切に事業内容を表すことを目的として「プリペイド決

済サービス事業他」に名称を変更いたします。

　　なお、名称を変更したのみで、セグメントの範囲に変更はありません。
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（２）販売実績

　当第２四半期会計期間の販売実績（商品売上高及び受取手数料）を事業部門別に示すと、以下のとおりでありま

す。

事業部門別 区分

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）　

金額（百万円） 前年同四半期比（％）　

モバイル事業

移動体通信機器 64,626 177.6

代理店手数料 62,191 233.6

小計 126,818 201.3

ネットワーク事業

その他関連商品 34 －

代理店手数料 5,223 182.6

小計 5,258 183.8

プリペイド

決済サービス事業他

その他関連商品 12,602 169.7

代理店手数料 △74 △50.5

小計 12,527 165.4

合計 144,604 196.9

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．第１四半期会計期間より一部セグメント別名称の変更をしております。前期よりPIN（Personal

Identification Number）販売システムを利用した商品販売およびプリペイド携帯関連商品等を「決済サービ

ス事業他」とし、セグメントを新設しましたが、より適切に事業内容を表すことを目的として「プリペイド決

済サービス事業他」に名称を変更いたします。

　　なお、名称を変更したのみで、セグメントの範囲に変更はありません。　

３．前第２四半期会計期間及び当第２四半期会計期間の主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は以下のとおりであります。

相手先

前第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

KDDI㈱ 13,019 17.7 33,821 23.4

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 8,476 11.5 17,273 11.9

　　　　　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　      当第２四半期会計期間（平成21年７月～９月）におけるわが国経済は、大企業を中心とした在庫調整が一巡した

ことや政府の景気対策の効果もあり、生産や輸出、個人消費の一部に持ち直しの動きがみられたものの、昨年来の

世界的な景気後退の影響による企業収益や設備投資の大幅な減少、雇用不安は続いており、引き続き厳しい状況に

ありました。

このような状況下、当社は、全ての事業部門別セグメントにおいて、経営統合（注１）による規模拡大が前年同

期と比較した場合の業績向上に寄与しております。主力のモバイル事業においては、データ通信カードやスマート

フォン等の販売に一部活気が見られたものの、前期に引き続き、割賦販売方式等の浸透に伴う販売価格の上昇と景

気停滞による消費マインドの低下等により、販売台数は低調に推移しました。一方、割賦販売方式等は価格の上昇

と同時に価格の安定化をもたらしました。また、保守サービスの増加もあり、これに経営効率の向上等も寄与し、加

えて経営統合もあったことで営業利益は増加いたしました。ネットワーク事業においては、FTTH等光回線サービス

の販売は増加したものの、マイラインサービスの獲得は市場の成熟化に伴い低調に推移しましたが、経営統合が寄

与し、営業利益は増加いたしました。また、プリペイド決済サービス事業他（注２）では、前期に行なわれた大手コ

ンビニエンスストア販路の拡大に加えて経営統合が売上高の増加に貢献いたしました。

この結果、当第２四半期会計期間における業績は、売上高1,446億４百万円（前年同期比96.9％増）、営業利益39

億円（前年同期比81.3％増）、経常利益38億45百万円（前年同期比84.4％増）となりました。また、前年同期に計

上した事務所移転費用引当金繰入額２億47百万円が当第２四半期会計期間には発生していないこと等により四半

期純利益は20億82百万円（前年同期比113.4％増）となりました。

（注１）

当社は、業容拡大、企業価値向上のため、平成20年10月１日付で株式会社テレパークと株式会社エム・エス・コ

ミュニケーションズを経営統合し、商号を「株式会社ティーガイア」に変更しております。このことより、前年同

期比に用いている前期の第２四半期会計期間（平成20年７月～９月）の業績は株式会社テレパーク単体の業績と

なっております。

（注２）

第１四半期会計期間より一部事業部門別セグメントの名称を変更しております。前期よりPIN（Personal

Identification Number）販売システムを利用した商品販売およびプリペイド携帯関連商品等を「決済サービス

事業他」とし、セグメントを新設しましたが、より適切に事業内容を表すことを目的として「プリペイド決済サー

ビス事業他」に名称を変更いたします。なお、名称を変更したのみで、セグメントの範囲に変更はありません。

〔モバイル事業〕

当第２四半期会計期間につきましては、代理店営業・法人営業の強化、ショップ販路の最適化等に注力しました

が、割賦販売方式等の浸透による販売価格の上昇、高機能端末の普及によるユーザーの利用端末に対する充足度の

高まりなどに加え、景気停滞に伴う個人消費の低迷が影響したことから、端末の買い替えサイクルが長期化してお

り、販売台数は低調に推移いたしました。しかしながら、経営統合もあったことで、端末販売台数は携帯電話128万

台（前年同期比69.1％増）となりました。一方で割賦販売方式等は、販売価格の安定化による採算向上、解約ペナ

ルティの減少等をもたらしました。また、保守サービスの増加もあったことや、経営効率の向上等も寄与し、加えて

経営統合があったことで、売上高は1,268億18百万円（前年同期比101.3％増）となり、営業利益は29億52百万円

（前年同期比90.1％増）となりました。

〔ネットワーク事業〕

当第２四半期会計期間につきましては、引き続き有力代理店を中心とする販売体制の整備や、直販での提案営業

の強化など、加入促進策を実施し、FTTH等光回線サービスの販売は増加しましたが、マイラインサービスの獲得は

市場の成熟化に伴い低調に推移いたしました。しかしながら、経営統合による規模の拡大が寄与し、売上高は52億

58百万円（前年同期比83.8％増）、営業利益は８億39百万円（前年同期比81.7％増）となりました。

〔プリペイド決済サービス事業他〕

当第２四半期会計期間につきましては、PIN（Personal Identification Number）販売システムを利用した事業

において、前期に増加した大手コンビニエンスストア販路の取扱店舗の認知度が向上したことや、経営統合もあ

り、売上高は125億27百万円（前年同期比65.4％増）となりました。しかしながら、プリペイド携帯端末の不具合に

よる回収やシステム投資等もあったことで、営業利益は１億８百万円（前年同期比20.7％減）となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第１四半期会計期間

末と比べて41億59百万円減少し13億12百万円となりました。

　当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、獲得した資金は61億69百万円（前年同四半期は45億50百万円の獲得）となりました。これは

主に税引前四半期純利益で38億29百万円計上したこと、売上債権の増加42億78百万円および、たな卸資産の減少

61億８百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は３億67百万円（前年同四半期は４億94百万円の使用）となりました。これは

主に有形固定資産の取得による支出２億59百万円および、ソフトウエアの取得による支出70百万円によるもので

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は99億61百万円（前年同四半期は65億37百万円の使用）となりました。これは

主に短期借入金の減少90億円および、長期借入金の返済による支出８億32百万円によるものであります。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

（２）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,000,000

計 2,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 512,371 512,371
東京証券取引所

（市場第一部）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 512,371 512,371 － －

（注）「提出日現在発行数」には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。　
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（２）【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①新株予約権（平成15年２月13日臨時株主総会決議により平成15年２月28日発行）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数 99個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 396株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 130,000円（注）４

新株予約権の行使期間

平成17年２月13日または当社の東京証券取引所第二部へ

の上場日から１年を経過した日のいずれか遅い日から平

成25年２月12日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　：32,500円

資本組入額： 16,250円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

 ②新株予約権（平成16年６月25日定時株主総会決議により平成16年８月３日発行）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数 847個（注）２

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 1,694株（注）２

新株予約権の行使時の払込金額 313,676円（注）４

新株予約権の行使期間
平成18年６月25日から

平成26年６月24日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　：156,838円

資本組入額： 78,419円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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 ③新株予約権（平成17年６月28日定時株主総会決議により平成17年８月29日発行）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数 1,122個（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 2,244株（注）３

新株予約権の行使時の払込金額 359,000円（注）４

新株予約権の行使期間
平成19年６月28日から

平成22年６月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　：179,500円

資本組入額： 89,750円

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．新株予約権発行日以降から提出日の前月末現在（平成21年10月31日現在）までに、非取得者（契約辞退者）

の都合で権利を喪失したことにより減少した新株予約権の数は44個、新株予約権の目的となる株式の数は

176株であり、権利行使により減少した新株予約権の数は257個、新株予約権の目的となる株式の数は1,028　　

　　　　株であります。　

 　　　 ２．新株予約権発行日以降から提出日の前月末現在（平成21年10月31日現在）までに、非取得者（契約辞退者）の

都合で権利を喪失したことにより減少した新株予約権の数は166個、新株予約権の目的となる株式の数は332

株であり、権利行使により減少した新株予約権の数は185個、新株予約権の目的となる株式の数は370株であ

ります。

 　　　 ３．新株予約権発行日以降から提出日の前月末現在（平成21年10月31日現在）までに、非取得者（契約辞退者）の

都合で権利を喪失したことにより減少した新株予約権の数は176個、新株予約権の目的となる株式の数は352

株であります。

４．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、それぞれの効力の発生の時をもって次の

算式により発行金額を調整致します。また、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
１

株式分割または併合の比率

５．権利を付与された者は、権利行使時においても、当社または当社の関係会社の取締役または使用人であるこ

とを要します。ただし、権利行使可能期間中に任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由のある場合

の退職により在籍しなくなった場合には、新株予約権割当契約に定める条件により権利を行使できるものと

します。権利を付与された者が、権利行使期間の初日到来後に死亡した場合には、その相続人が新株予約権割

当契約に定める条件により権利を行使できるものとします。また権利行使可能期間内においても行使可能株

数については制限を設けており、権利行使可能開始の日より１年間は付与株数の３分の１まで、２年間は３

分の２まで、２年経過後は全数につき権利行使が可能となっております。その他の条件は当社と被付与者と

の間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによるものとします。

６．権利の譲渡、質入れ、担保の設定、その他一切の処分は認められないものとします。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　平成21年７月１日～

　平成21年９月30日
4 512,371 0 3,098 0 5,585

 （注）発行済株式総数および資本準備金の増加は、新株予約権（ストックオプション）の権利行使によるものでありま

す。
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町一丁目２番１号 116,727 22.78

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 116,727 22.78

三菱商事株式会社　　　　　　 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 116,727 22.78

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号　 20,863 4.07

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）　　　　　　　　　　
東京都港区浜松町２丁目11番３号 18,724 3.65

日興シティ信託銀行株式会社（投

信口）　　
東京都品川区東品川２丁目３番14号　 8,666 1.69

THE CHASE MANHATTAN BANK, N.A.

LONDON SECS LENDING OMNIBUS

ACCOUNT（常任代理人　株式会社み

ずほコーポレート銀行決済営業

部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON

EC2P 2HD, ENGLAND

（東京都中央区月島４丁目16番13号）　

4,729 0.92

株式会社光通信　 東京都豊島区南池袋１丁目16番15号 4,053 0.79

野村信託銀行株式会社（投信口）

　　
東京都千代田区大手町２丁目２番２号　　　 2,781 0.54

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG (FE-AC)（常任代理人　株式会

社三菱東京UFJ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

　

2,427 0.47

計 － 412,424 80.49

（注）１．上記のうち、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日興シ

ティ信託銀行株式会社、野村信託銀行株式会社の所有する株式数は、すべて信託業務に係るものであります。

２．スパークス・アセット・マネジメント株式会社から、平成21年７月６日付で関東財務局に大量保有報告書の変

更報告書の提出があり、平成21年６月30日現在で22,099株（株券等保有割合4.31%）を保有している旨の報告

をうけておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況では考慮しておりません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －　

議決権制限株式（自己株式等） － － －　

議決権制限株式（その他） － － －　

完全議決権株式（自己株式等） －　　 － －　

完全議決権株式（その他） 普通株式　512,371　　 512,371

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式　

単元未満株式 －　 － －　

発行済株式総数 512,371 － －

総株主の議決権 － 512,371 －

　

②【自己株式等】

　　該当事項はありません。　

　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 120,900 133,500 130,000 150,800 173,400 167,500

最低（円） 102,900 114,900 117,200 126,200 134,200 139,900

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役　副社長執行役員

通信ネットワーク本部長

代表取締役　副社長執行役員

通信ネットワーク本部長　兼

新規事業本部長

荻野　耕治 平成21年10月１日

代表取締役　副社長執行役員

モバイル営業統括本部長

代表取締役　副社長執行役員

営業第一本部長　兼　

法人営業本部長

清原　良高 平成21年10月１日

（注）上記の他、執行役員についても平成21年10月１日付けで下記のように異動がありました。　

　新役名及び職名　　　　　　　　　　　　 　旧役名及び職名 　氏名

　専務執行役員　東日本支社長　　　　　　　　　　　　　　 　専務執行役員 　片山　文平

　常務執行役員　モバイル営業統括本部

　副本部長
　常務執行役員　営業第二本部長　　 　辻本　雅洋

　上席執行役員　新規事業本部長　　 　上席執行役員　西日本支社副支社長 　増田　俊明

　執行役員　営業第一本部長　

　兼　東日本支社副支社長
　執行役員　営業第一本部副本部長 　吉元　啓介

　執行役員　営業第二本部長 　執行役員　営業第二本部副本部長 　山脇　正史

　執行役員　法人営業本部長　　 　執行役員　法人営業本部副本部長 　藤田　　裕

　執行役員　営業第三本部長 　執行役員　東海支社副支社長 　島田　孝一
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20

年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　また、当第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レ

ビューを受けております。

　なお、監査法人トーマツは監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。　

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当社

では子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状態、

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、四半期

連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　　資産基準　　　　　　0.11％

　　売上高基準　　　　　0.07％

　　利益基準　　　　　△1.06％

　　利益剰余金基準　　△0.39％　
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,312 2,690

売掛金 53,450 69,433

商品 28,581 34,450

貯蔵品 55 71

未収入金 12,629 18,117

その他 2,293 2,230

貸倒引当金 △38 △56

流動資産合計 98,284 126,938

固定資産

有形固定資産 ※1,※2
 3,083

※1,※2
 3,348

無形固定資産

のれん 9,591 10,353

その他 818 800

無形固定資産合計 10,409 11,153

投資その他の資産

関係会社株式 93 170

敷金 4,280 4,447

その他 2,434 2,430

貸倒引当金 △60 △67

投資その他の資産合計 6,747 6,980

固定資産合計 20,240 21,482

資産合計 118,524 148,420

負債の部

流動負債

買掛金 46,227 59,615

短期借入金 1,600 14,500

1年内返済予定の長期借入金 5,328 3,328

未払金 18,483 22,485

未払法人税等 3,435 4,227

預り金 236 208

賞与引当金 1,319 1,571

引当金 95 104

その他 576 272

流動負債合計 77,301 106,313

固定負債

長期借入金 11,008 14,672

退職給付引当金 547 651

その他 869 836

固定負債合計 12,424 16,160
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（単位：百万円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

負債合計 89,725 122,474

純資産の部

株主資本

資本金 3,098 3,098

資本剰余金 5,585 5,584

利益剰余金 20,045 17,228

株主資本合計 28,728 25,912

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 70 34

評価・換算差額等合計 70 34

純資産合計 28,799 25,946

負債純資産合計 118,524 148,420
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 148,528 279,910

売上原価 132,374 248,678

売上総利益 16,153 31,232

販売費及び一般管理費 ※
 12,224

※
 23,174

営業利益 3,929 8,058

営業外収益

受取利息 5 3

受取配当金 1 3

受取家賃 9 4

受取保険料 4 6

受取補償金 － 9

その他 11 13

営業外収益合計 31 40

営業外費用

支払利息 69 149

合併関連費用 259 －

その他 15 9

営業外費用合計 343 159

経常利益 3,617 7,939

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 7

過年度還付消費税等 － 58

退職給付制度終了益 － 12

固定資産売却益 3 1

特別利益合計 3 79

特別損失

事務所移転費用引当金繰入額 247 －

抱合せ株式消滅差損 165 －

投資有価証券評価損 57 －

減損損失 14 19

関係会社株式評価損 － 77

固定資産除却損 13 5

ゴルフ会員権評価損 2 －

その他 1 0

特別損失合計 503 101

税引前四半期純利益 3,116 7,917

法人税、住民税及び事業税 1,279 3,462

法人税等調整額 197 101

法人税等合計 1,477 3,564

四半期純利益 1,639 4,353
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【第２四半期会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 73,442 144,604

売上原価 65,305 128,464

売上総利益 8,137 16,139

販売費及び一般管理費 ※
 5,985

※
 12,238

営業利益 2,151 3,900

営業外収益

受取利息 4 2

受取家賃 4 2

受取保険料 1 0

受取補償金 － 9

その他 10 8

営業外収益合計 20 23

営業外費用

支払利息 37 72

合併関連費用 33 －

その他 15 5

営業外費用合計 86 78

経常利益 2,085 3,845

特別利益

過年度還付消費税等 － 58

退職給付制度終了益 － 12

固定資産売却益 1 1

特別利益合計 1 72

特別損失

事務所移転費用引当金繰入額 247 －

投資有価証券評価損 57 －

減損損失 1 8

関係会社株式評価損 － 77

固定資産除却損 8 3

その他 － 0

特別損失合計 315 88

税引前四半期純利益 1,771 3,829

法人税、住民税及び事業税 882 2,376

法人税等調整額 △87 △629

法人税等合計 795 1,746

四半期純利益 975 2,082
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 3,116 7,917

減価償却費 282 697

のれん償却額 270 765

減損損失 14 19

抱合せ株式消滅差損益（△は益） 165 －

移転費用引当金の増減額（△は減少） 247 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8 △24

賞与引当金の増減額（△は減少） △12 △252

短期解約損失引当金の増減額（△は減少） △65 △9

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10 △104

受取利息及び受取配当金 △6 △6

支払利息 69 149

固定資産売却損益（△は益） △2 △1

固定資産除却損 13 5

投資有価証券評価損益（△は益） 57 －

ゴルフ会員権評価損 2 －

売上債権の増減額（△は増加） 24,012 15,983

未収入金の増減額（△は増加） 4,225 5,263

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,210 5,885

仕入債務の増減額（△は減少） △22,886 △13,387

未払金の増減額（△は減少） △2,486 △3,910

その他 △608 350

小計 11,619 19,339

利息及び配当金の受取額 7 6

利息の支払額 △69 △145

法人税等の支払額 △1,476 △4,243

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,081 14,957

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △167 △418

有形固定資産の売却による収入 19 17

ソフトウエアの取得による支出 △13 △169

貸付けによる支出 △86 －

貸付金の回収による収入 13 94

子会社貸付けの回収による収入 10 －

敷金の差入による支出 △265 △80

敷金の回収による収入 103 405

事業譲受による支出 △210 －

その他 △28 △76

投資活動によるキャッシュ・フロー △625 △227
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（単位：百万円）

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） △3,100 △12,900

長期借入金の返済による支出 － △1,664

株式の発行による収入 － 0

自己株式の取得による支出 △4,890 －

配当金の支払額 △817 △1,544

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,808 △16,108

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 647 △1,378

現金及び現金同等物の期首残高 1,089 2,690

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 366 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,102

※
 1,312
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

【表示方法の変更】

　

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）　

（四半期貸借対照表）　

　　１．　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前第２四半期会計期間において、「商品」および「貯蔵品」は「たな卸資

産」に含めていましたが、当第２四半期会計期間では「商品」「貯蔵品」に区分掲記しております。

　　　なお、前第２四半期会計期間の「たな卸資産」に含めていた「商品」は、14,830百万円、「貯蔵品」は、35百万円で

あります。　

２．　前第２四半期会計期間において、流動負債の「引当金」に含めて表示しておりました「賞与引当金」は、負債及

び純資産の合計額の100分の1を超えたため、当第２四半期会計期間では区分掲記しております。

　　　なお、前第２四半期会計期間の流動負債の「引当金」に含めていた「賞与引当金」は435百万円であります。

　

【追加情報】

　

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

（退職給付引当金）

当社は、平成21年９月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。

本移行に伴う影響額は、当第２四半期累計期間の退職給付制度終了益（特別利益）として12百万円計上しております。　
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成21年９月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、5,994百万円であ

ります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、5,740百万円であ

ります。

※２．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。　

※２．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。

　３．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく当期末の借入金未実行残高は次のとお

りであります。

　３．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく当期末の借入金未実行残高は次のとお

りであります。

当座貸越極度額　 1,500百万円

借入実行残高 － 

計 1,500 

　

当座貸越極度額　 2,000百万円

　借入実行残高 － 

計 2,000 
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（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃 253　百万円

派遣人件費 1,667　　

役員報酬 84　　

従業員給料 1,187　　

臨時勤務者給料 3,068　　

賞与引当金繰入額 479　　

不動産賃借料 970　　

減価償却費 257　　

業務委託費 342　　

のれん償却額 268　　

貸倒引当金繰入額 8　　

その他 3,636　　

運賃 301　百万円

派遣人件費 1,919　　

役員報酬 111　　

従業員給料 2,508　　

臨時勤務者給料 6,218　　

賞与引当金繰入額 1,319　　

不動産賃借料 2,130　　

減価償却費 697　　

業務委託費 707　　

のれん償却額 765　　

貸倒引当金繰入額 －　　

その他 6,494　　

前第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃 120　百万円

派遣人件費 579　　

役員報酬 39　　

従業員給料 613　　

臨時勤務者給料 1,596　　

賞与引当金繰入額 284　　

不動産賃借料 483　　

減価償却費 119　

業務委託費 173　　

のれん償却額 138　　

貸倒引当金繰入額 15　　

その他 1,820　　

運賃 147　百万円

派遣人件費 1,026　　

役員報酬 56　　

従業員給料 1,285　　

臨時勤務者給料 3,135　　

賞与引当金繰入額 947　　

不動産賃借料 1,060　　

減価償却費 350　　

業務委託費 352　　

のれん償却額 382　　

貸倒引当金繰入額 11　　

その他 3,482　　
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第2四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第2四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額と関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額と関係

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 2,102

現金及び現金同等物　 2,102

　

 （百万円）

現金及び預金勘定 1,312

現金及び現金同等物　 1,312

　

（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　512,371株

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(１)配当金支払額　

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月25日

定時株主総会
普通株式 1,537 3,000平成21年３月31日平成21年６月26日利益剰余金

　　 （注）１株当たり配当額3,000円には記念配当500円が含まれております。

(２)基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後とな

るもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月13日

取締役会
普通株式 1,537 3,000平成21年９月30日平成21年12月11日利益剰余金
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（企業結合等関係）

　当第２四半期会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自　平成21年

４月１日　至　平成21年９月30日）

　当社は前事業年度の平成20年10月１日をもって、株式会社エム・エス・コミュニケーションズと合併し、当該合併

について持分プーリング法を適用しておりますが、前第２四半期会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９

月30日）及び前第２四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）の四半期財務諸表には、合併

の影響が反映されておりません。　

　企業結合が前事業年度の開始の日に完了したと仮定した場合の前第２四半期会計期間及び前第２四半期累計期間

に係る四半期財務諸表に及ぼす影響の概算額は下記の通りです。

　

（１）四半期損益計算書（会計期間）

売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　59,951百万円

営業利益　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　2,279百万円

経常利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　2,195百万円

税引前四半期純利益　　　　　　　　　　　　　　 2,023百万円

四半期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,117百万円

１株当たり四半期純利益                          　661.90円

　

（２）四半期損益計算書（累計期間）

売上高                                       120,896百万円

営業利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,769百万円

経常利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,632百万円

税引前四半期純利益　　　　　　　　　　　　　　 3,049百万円

四半期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　 　1,570百万円

１株当たり四半期純利益　　　　　　　　　　　　　　639.35円

　

（３）四半期貸借対照表

総資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　60,651百万円

総負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　53,213百万円

純資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,437百万円

　

（４）四半期キャッシュ・フロー計算書

営業活動によるキャッシュ・フロー　　　　　　　6,682百万円

投資活動によるキャッシュ・フロー　　　　　　　△367百万円

財務活動によるキャッシュ・フロー　　　　　　△6,428百万円

　

　（概算額の算定方法）

（１）四半期損益計算書（会計期間）

①　売上高及び損益情報　

　株式会社エム・エス・コミュニケーションズの平成20年７月１日から平成20年９月30日までの期間の売上

高及び損益情報を影響の概算額としております。

　なお、企業結合前に当社及び株式会社エム・エス・コミュニケーションズの間で相殺消去すべき取引は行

われておりません。　

②　１株当たり四半期純利益

　１株当たり四半期純利益は、下記に記載した（１株当たり四半期純利益算定上の基礎）に基づいて算定し、

１株当たり情報に記載している前第２四半期会計期間に係る１株当たり四半期純利益との差額を影響の概

算額としております。

（１株当たり四半期純利益算定上の基礎）

期首に企業結合が完了したと仮定した場合の四半期純利益　　2,092百万円

期首に企業結合が完了した場合の期中平均株式数　　　　　　　531,068株

　

（２）四半期損益計算書（累計期間）

①　売上高及び損益情報　

　株式会社エム・エス・コミュニケーションズの平成20年４月１日から平成20年９月30日までの期間の売上

高及び損益情報を影響の概算額としております。

　なお、企業結合前に当社及び株式会社エム・エス・コミュニケーションズの間で相殺消去すべき取引は行

われておりません。　
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②　１株当たり四半期純利益

　１株当たり四半期純利益は、下記に記載した（１株当たり四半期純利益算定上の基礎）に基づいて算定し、

１株当たり情報に記載している前第２四半期累計期間に係る１株あたり四半期純利益との差額を影響の概

算額としております。

（１株当たり四半期純利益算定上の基礎）

期首に企業結合が完了したと仮定した場合の四半期純利益　　3,210百万円

期首に企業結合が完了した場合の期中平均株式数　　　　　　　546,952株

　

（３）四半期貸借対照表

　株式会社エム・エス・コミュニケーションズの平成20年９月30日の財務情報を影響の概算額としておりま

す。

　

（４）四半期キャッシュ・フロー計算書

　株式会社エム・エス・コミュニケーションズの平成20年４月１日から平成20年９月30日までの期間の

キャッシュ・フローを影響の概算額としております。

　

（５）合併に伴う会計処理の統一による影響額

　合併に伴う会計処理の統一により、株式会社エム・エス・コミュニケーションズでは従来、代理店への携帯

電話端末の販売に伴う売上高及び売上原価をコミッションの得られる最終利用者への販売時に計上してお

りましたが、代理店への売切りの販売については平成20年４月１日から代理店への販売時の計上に変更して

おります。

　この変更による影響額を特別損失に計上したことにより、上記前第２四半期の四半期損益計算書（累計期

間）に及ぼす影響の概算額の税引前四半期純利益及び四半期純利益はそれぞれ459百万円減少し、１株当た

り四半期純利益は839.85円減少しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成21年９月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 56,207.71円 １株当たり純資産額 50,640.54円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 5,230.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
5,225.15円

１株当たり四半期純利益金額 8,496.19円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
8,491.16円

　（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 1,639 4,353

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益

（百万円）
1,639 4,353

普通株式の期中平均株式数（株） 313,498 512,367

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額
　 　

普通株式増加数（株） 312 303

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益金額の算定

に含めなかった潜在株式で、前事業年度

末から重要な変動があったものの概要

平成16年（第３回）ストックオプ

ション

新株予約権の数　　　　　　859個

普通株式　　 　　　     1,718株

平成17年（第４回）ストックオプ

ション

新株予約権の数 　　     1,136個

普通株式　　　　　　　  2,272株

平成16年（第３回）ストックオプ

ション

新株予約権の数　　　　　　847個

普通株式　　 　　　     1,694株

平成17年（第４回）ストックオプ

ション

新株予約権の数 　　     1,122個

普通株式　　　　　　　  2,244株
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前第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3,279.07円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
3,275.60円

１株当たり四半期純利益金額 4,063.94円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
4,061.46円

　（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 975 2,082

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益

（百万円）
975 2,082

普通株式の期中平均株式数（株） 297,614 512,368

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額
　 　

普通株式増加数（株） 315 313

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益金額の算定

に含めなかった潜在株式で、前事業年度

末から重要な変動があったものの概要

平成16年（第３回）ストックオプ

ション

新株予約権の数　　　　　  859個

普通株式　　　　　　　　1,718株

平成17年（第４回）ストックオプ

ション

新株予約権の数　　　　　1,136個

普通株式　　　　　　　　2,272株

平成16年（第３回）ストックオプ

ション

新株予約権の数　　　　　  847個

普通株式　　　　　　　　1,694株

平成17年（第４回）ストックオプ

ション

新株予約権の数　　　　　1,122個

普通株式　　　　　　　　2,244株
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

平成21年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・1,537百万円

（ロ）1株当たりの金額・・・・・・・・・・・・ 3,000円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成21年12月11日

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月12日

株式会社ティーガイア

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松岡　幸秀　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 布施　伸章　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ティーガ

イア（旧社名：株式会社テレパーク）の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第18期事業年度の第２四半期会計

期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日

まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ティーガイア（旧社名：株式会社テレパーク）の平成20年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

重要な後発事象に、株式会社エム・エス・コミュニケーションズとの合併に関する事項が記載されている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月９日

株式会社ティーガイア

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松岡　幸秀　　印

 　
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 布施　伸章　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福田　充男　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ティーガ

イアの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第19期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ティーガイアの平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する

第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　
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